
(この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください)

千円
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（１）要求の趣旨（現状と課題）

（各課様式１）

使用料 財　産区  分

手数料

予 算 要 求 資 料

令和６年度当初予算 支出科目 款：農林水産業費　項：林業費　目：林業振興費

 ＜財源内訳＞

事 業 名

(前年度予算額：

　森林情報精度向上事業費（林政課）

　　森林経営管理法が平成３１年４月に施行され、適正な管理が行われていない森林
　は市町村が管理することとなった。しかし、市町村では、必要となる森林情報を持
　っていないことから、県が管理している森林情報を提供することになるため、県が
　管理する森林情報の精度を高める必要がある。

　○現状と問題点
　・県の森林簿等は、県下の民有林を約１５０万件に細分した小班から成る森林に関
　　する図形データを含むデータベースであり、所有者異動や伐採等に伴う制度を維
　　持するため、情報に変更があった場合には毎年度、基本的にデータ更新・修正を
　　行っている。
　・森林所有者情報は、市町村から提供を受け、地番情報を基に毎年度更新すること
　　が望ましいが、森林所有者からの市町村への届出（平成２４年度に義務化。）が
　　無い場合も多く、また、地番情報は県が地域森林計画を樹立するにあたり影響を
　　及ぼさないため、分合筆等の変更が有っても全件は更新できておらず、古い情報
　　のままの小班も存在している。しかし、今後、市町村が県から森林情報の提供を
　　受けて適正な森林管理を実施していくためには、森林所有者の特定等を行うにあ
　　たり、最新の森林情報が必要となるため、県が保有する地番情報の精度を高める
　　必要がある。また、森林所有者情報の取扱にあたり、セキュリティ及び経費の面
　　から外部委託に適さないため、非常勤専門職を設置して実施する。

10,6319,844１ 事 業 費 千円)

0 0 10,6310



（３）県負担・補助率の考え方

（４）類似事業の有無

合計

金額

　　無

1

３ 事業費の積算 内訳

事業内容 事業内容の詳細

　　県10/10
　　市町村の支援を行うために譲与される森林環境譲与税を活用する。

　ア　森林簿等データの修正
　　　会計年度任用職員（森林情報精度向上業務専門職）２名を配置し、地番情報の
　　　更新のための分合筆調査、森林所有者情報の調査を行い、得られた結果を森林
　　　クラウドシステムへ反映の入力作業を行う（別途予算計上）。
　イ　地籍調査データの反映
　　　地籍調査結果データを森林クラウドシステムに取り込み、境界情報や地番情報
　　　等を反映した森林情報に更新する。

需用費

委託料

　　事業主体：県
　　森林環境譲与税の趣旨から、県は市町村支援の役割を担う必要がある。

（２）事業主体及びその妥当性

9,843

9,844

消耗品購入費

地籍図等データ森林計画図反映委託業務

決定額の考え方
　

４ 参 考 事 項

（１）後年度の財政負担
　　引き続き、県が負担する。

　・地籍調査結果データについては、平成２１年度から県森林ＧＩＳへの反映を
　　進めているが、県が地域森林計画を樹立するにあたり影響を及ぼさないことも
　　あり、全件を反映させることが出来ていない。

（２）事業内容



（県単独補助金除く）

□

■

・何をいつまでにどのような状態にしたいのか

事業開始前 R2年度
(H30,R1) 実績

0件 1,503件

過去累計
55,186ha 7,379ha

○指標を設定することができない場合の理由

令
和
２
年
度

（目標の達成度を示す指標と実績）

事 業 評 価 調 書

新 規 要 求 事 業　

継 続 要 求 事 業

１ 事業の目標と成果

（事業目標）

　過去の分合筆等による地番情報の変更及び地籍調査結果データを確実に森林クラウ
ドシステムに反映する。
　法務局や林地台帳データにより地番及び森林所有者情報を反映する。

実績 実績 (R5～R8) 達成率
指標名

R3年度 R4年度 終期目標

①地番情報データ
の修正件数 1,976件 740件 29,189件 12%
②地籍調査データ
の反映面積 6,970ha 9,173ha 116,932ha 67%

（これまでの取組内容と成果）

　関市、瑞浪市、恵那市の地籍調査データの反映作業、森林簿でマツ林となって
いる区域の林相区分図の作成を行った。
　林相区分図：17.9km2

令
和
３
年
度

　高山市、飛騨市の地籍調査データの反映作業、森林簿でマツ林となっている区
域の林相区分図の作成を行った。
　林相区分図：73.6km2

指標① 目標：＿＿ 実績： ＿＿ 達成率： ＿＿ ％

令
和
４
年
度

　土岐市、飛騨市、下呂市、白川町、白川村における地籍調査データの反映作
業、森林簿でマツ林となっている区域の林相区分図の作成を行った。
　林相区分図：51.1km2

指標① 目標：＿＿ 実績： ＿＿ 達成率： ＿＿ ％



・事業が直面する課題や改善が必要な事項

２ 事業の評価と課題

（事業の評価）

・事業の必要性(社会情勢等を踏まえ、前年度などに比べ判断)
　３：増加している ２：横ばい １：減少している ０：ほとんどない

(評価) 　森林法の規定による県が行う森林簿等の整備及び市町村が行う森林の適正
な管理を支援するためには、森林情報の精度向上を図ることが必要である。

２

（次年度の方向性）

・事業の有効性(指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか)
　３：期待以上の成果あり
　２：期待どおりの成果あり
　１：期待どおりの成果が得られていない
　０：ほとんど成果が得られていない

(評価) 　地籍調査結果、及び、分合筆等による地番の異動情報を県森林ＧＩＳに反
映し、それを市町村に提供することで森林所有者や林業事業体が行う森林整
備等が円滑に進むなど、事業効果は高い。２

・事業の効率性(事業の実施方法の効率化は図られているか)
　２：上がっている １：横ばい ０：下がっている

(評価) 　専門職の設置により、県森林ＧＩＳの情報処理等を円滑に進められ、職員
の負担が軽減されるなど事業の効率化が図られる。
　また、専門技術を有する事業者に委託することにより、事業の効率化が図
られる。

２

（今後の課題）

・地番の分合筆情報の効率的な収集を図る。
・地籍調査結果データが提供いただけていない市町村に対し、同データ提供を依頼す
る。

組み合わせて実施する理由
や期待する効果 など

・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのよ
うに取り組むのか
各目標の達成率が１００％となるまで実施する。

（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果）
組み合わせ予定のイベント
又は事業名及び所管課 【○○課】


